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１．はじめに

　法人評価の主な目的は，国立大学法人の教育研

究活動の改善を促進することと，社会に対する説

明責任を果たすことである。しかし，大学評価・

学位授与機構の実施したアンケート調査『「国立

大学法人及び大学共同利用機関法人における教育

研究の状況についての評価」に関する検証結果報

告書』（２００９）の結果にもあるように，現在の評価

書及び評価結果には，それらの目的を達成する上

での課題も見られる。

　特に，教育の成果に関して，学士課程答申にあ

るように，今後の大学評価の際，その提示が強く

求められることが予想されるが，未だそのあり方

は確立していない。とはいえ，既に第２期中期目

標・中期計画期間の２年目も終盤であり，必要な

情報の収集・分析作業を考慮すると，検討のため

の時間的な余裕はあまりない。このため，どのよ

うに教育成果を示すのか，そのあり方の検討を早

急に進める必要がある。

　また，今後，法人評価が運営費交付金の配分に

影響する度合いが拡大することが予想される。そ

の意味で，大学の目的・目標を踏まえつつ，法人

評価における評価書にどのような情報項目を盛り

込むべきかを検討することは，今後，大学評価に

関する研究としてだけでなく，個別の国立大学に

おける機関調査（IR）の面でも，意義が大きくな

ると思われる。

　以上のような背景から，本研究では，第１期の

法人評価の際の現況調査表・現況分析結果におけ

る教育の成果に関する記述を対象として，法人評

価の目的である改善への反映・社会への説明責任

の実現の観点から，その現状を分析し，課題を探

ることとする。

国立大学法人評価における教育成果に関する記述の現状と課題について

─現況調査表・現況分析結果の記述の分析を中心に─

高田　英一＊，高森　智嗣＊＊，森　雅生＊＊＊，桑野　典子＊＊＊＊

　

要　旨

　本稿の目的は，法人評価の現況調査表・現況分析の記述の分析を通じて，法人評価における教育成果の

提示のあり方に関する現状と課題を探ることである。

　そのために，現況調査表の記述及び現況分析結果を対象に，教育成果を示すために何が用いられている

かについて，全体的な状況を整理した。さらに，各大学が提示する教育成果に関する記述項目と評定の関

係を分析した。

　法人評価の目的は，教育研究活動の改善の促進，社会に対する説明責任であるが，本稿の分析を通じて，

教育成果を評価する際に用いる項目が明確になっていないことから，大学と評価機関の間に教育の成果に

関する意識のずれがあることなど，目的の達成を図る上で検討すべき課題があることが明らかになった。
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２．先行研究の整理と本稿の位置づけ

　教育の成果は，アウトカムという概念として把

握されるが，その定義を一意に決定するのは困難

であり，関連する研究は，大学教育と職務遂行能

力との関係にアプローチするレリバンス研究（小

方２００２，本田２００４），大学卒業者の職業生活を中心

に教育の収益率に焦点を当てたキャリア形成研究

（Shultz１９６３，矢野１９９１），学生の学習経験に焦点

をあてた研究（広島大学高等教育研究開発セン

ター２００６），教育の成果の検証に関する方法論と

しての卒業生調査に関する研究（吉本２００７）など

があり，その研究蓄積や文脈は多岐に渡っている。

　近年では，米国のスペリング委員会（U.S. 

Department of Education２００６）や欧州のボロー

ニャ・プロセスにおける欧州高等教育資格枠組１，

わが国の学士課程答申に見られるように，質保証

の観点から教育の成果に関する研究の深化が求め

られている。

　高等教育における質保証の国際的な趨勢は，第

三者評価とそれを支える個別大学内部の仕組みに

ある（羽田・米澤・杉本２００９）。近年わが国では，

第三者評価は認証評価及び法人評価として，個別

大学内部の仕組みは，内部質保証という概念とし

て注目を集めている。

　このような文脈にあって，教育の成果に関連す

る研究としては，カレッジ・インパクト理論を背

景に，学生の成長に焦点を当てた，I-E-Oモデル

（Astin１９９３）や I-P-Oモデル（Watson１９９８）が広

く認知されている２。また，把握した教育成果の

大学改革や教育改善などへ活用を視野に入れた研

究として，いかに効率よく教育効果の高いシステ

ムを構築するかに焦点を当てた，インストラクショ

ナル・デザイン研究（大森２０１０）や，教育成果を

測定し，把握したデータを大学のマネジメントや

改善に反映させる「アルバニー教育効果測定モデ

ル」に着目した，教育改善システムの特質に関す

る研究（鳥居２００７）がある。このような研究は，

個別大学内部の仕組みの中でも特に Institutional 

Research（IR）として近年注目を集めている。

　大学評価の文脈では，自己点検評価において，

教育の成果を把握するために，どのような情報が

採用されているかを検証した研究（串本２００５）が

ある他，大学評価・学位授与機構が行う認証評

価・法人評価の検証の中でも教育の成果が扱われ

ている。

　質保証の文脈で教育の成果を扱っている研究は，

大まかに①教育の成果を把握するためのフレーム

ワーク，②教育の成果を提示するための情報内容，

③把握した，教育の成果を示す情報の活用を，外

部の制度の側面から捉えるか，内部の仕組みの側

面から捉えるかによって分類できる。しかしなが

ら，大学評価に関する研究は，常に現実に進行す

る制度や具体的な実践と不可分に結びついて論じ

られるため（米澤２００６），法人評価という，まだ歴

史の浅い，個別具体の対象に対する検証は十分と

は言えない。

　本稿は，法人評価を対象に，その評価実施過程

において産出される『現況調査表』及び『現況分

析結果』を１次資料として，どのような情報をもっ

て教育の成果を提示しようとしているかを，実証

的に検証しようとするものである。

　なお，「国立大学法人及び大学共同利用機関法

人における教育研究の状況についての評価」に関

する検証結果報告書（平成２１年１２月）は，法人評

価に関わった法人・評価者の主観的な意見をもと

に法人評価の課題を探るものであるが，本稿は，

現況調査表・現況分析結果における記述の分析と

いう客観的なデータを対象として法人評価の課題

を探るものであり，手法を異にしている。

　法人評価は，認証評価と伴に質保証の中核をな

す重要な制度である。今後，当該制度に基づいて

質保証が行われることに鑑みれば，理念的な制度

設計のみならず，具体的かつ客観的なデータに基

づく検証が重要となろう。次節では，本稿の研究

対象及び，資料と分析方法について詳述する。

３．資料と分析方法

３.１　法人評価について

３.１.１　法人評価の実施過程の概要について

　法人評価は，文部科学省が国立大学法人の活動

実績を評価するものであるが，全学単位の評価と

１　当該取組については，川嶋（２００８）に詳しい。
２　I-E-Oモデルについては山田（２００９），I-P-Oモデルについては野田（２００９）に詳しい。
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学部・研究科単位の評価に分かれる。

　前者の全学単位の評価は，各国立大学法人の中

期目標・中期計画の達成状況を評価対象としてい

るため，評価項目は大学ごとに異なっており，統

一的な分析は困難である。他方，後者の学部・研

究科単位の評価は，各学部・研究科における教

育・研究の活動実績を評価対象としており，評価

項目が「分析項目」およびそれを構成する「観点」

として設定されている。このため，本稿では，後

者の学部・研究科単位の評価を対象として分析を

行う。

　学部・研究科単位の評価の実施過程の概要は，

以下のとおりである。

　①国立大学法人は，あらかじめ設定された分析

項目等に従って，教育・研究活動の実績に関する

「現況調査表」を学部・研究科単位で作成・提出

する。

　②文部科学省に設置された国立大学法人評価委

員会からの要請を受け，評価機関（大学評価・学

位授与機構）は，国立大学法人の中期目標期間に

おける業務の実績のうち，教育研究の状況につい

ての評価を「現況調査表」の記述を元に，学部・

研究科単位での教育・研究活動の状況について評

価を実施し，「現況分析結果」を作成する。

　③国立大学法人評価委員会は，評価機関の評価

を尊重して，法人評価を実施する。

３.１.２　第１期の中期目標・中期計画期間における

法人評価について

　第１期の中期目標・中期計画期間（平成１６～２１

年）における法人評価は，①平成１６年から１９年度

までの４年間の教育研究の状況の評価（平成２０年

実施）及び②評価結果の確定（平成２２年実施）の

２度実施された。

　学部・研究科単位の評価に関しては，上記①の

評価の際には，全ての国立大学法人が平成１６～１９

年の間の教育・研究活動の実績に関する「現況調

査表」を提出したが，上記②の評価の際には，評

価作業の負担軽減の観点から，平成２０年度及び２１

年度の実績によって，平成１６～１９年度の評価結果

を変え得るような顕著な変化があった場合のみ，

「現況分析における顕著な変化についての説明

書」を提出することとされた（大学評価・学位授

与機構２００９b）。

３.２　資料について

　以上を踏まえて，本稿では，第１期中期目標・

中期計画期間に関する法人評価の際に，国立大学

法人が学部・研究科単位で作成した現況調査表及

び評価機関が作成した現況分析結果を一次資料と

して分析を行う。

　これら資料の作成単位である学部・研究科のう

ち，名称に，「法」，「文」，「工」，「理」，「医」の文

字を用いている学部・研究科に関するものを資料

として採用しており，それぞれ「法学系」，「文学

系」，「工学系」，「理学系」，「医学系」に整理して

いる。

　分析対象とした記述は，現況調査表及び現況分

析結果における「Ⅱ 分析項目ごとの水準の判断」

の「分析項目Ⅳ 学業の成果」における「観点 学

生が身に付けた学力や資質・能力」に関する「観

点に係る状況」の記述である。

　現況調査表は，原則として，平成２０年実施の平

成１６年から１９年度までの４年間の教育研究の状況

の評価の際の現況調査表としたが，評価結果の確

定（平成２２年実施）の際，現況分析における顕著

な変化についての説明書の提出があった場合は，

上記の観点に関する「顕著な変化の状況及びその

理由」に関する記述を分析対象に追加した。

　現況分析結果については，評価結果の確定（平

成２２年実施）の際に，評価機関から提示された

「学部・研究科等の教育に関する現況分析結果」

における上記観点に関する「分析項目ごとの水準

及び判断理由」の記述を分析対象とした。

３.３　分析方法について

　対象とした教育成果に関する記述について，以

下の情報項目に該当する記述の有無に関する調査

を行った（表１）。

　情報項目の設定は，現況調査表及び現況部関結

果の記述を調査の上，一定程度以上の頻度で見ら

れる記述を抽出して行った。

また，「Ⅳ　教育成果」は，成果の記述が想定され

た個所であるが，現況調査表及び現況分析結果に

は，「指導上の取組」，「特色ある科目」，「学位審査

基準」など成果に該当しない記述も見られた。こ

のため，本稿では，それらの記述を，I-E-Oモデル

や I-P-Oモデルを踏まえて，特に「プロセス
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（Process）に関する項目」として整理し，それ以

外の成果（Output）に関する項目とは分けて，そ

の記載の傾向を分析することとした。

　さらに，大学評価・学位授与機構による資料・

データの例示（単位修得状況，進級状況，卒業・

修了状況，学位取得状況，資格取得状況，学生が

受けた様々な賞の状況）の記載についても，その

傾向を分析することとした。

　なお，本稿では，例示の「資格取得状況」につ

いては，主な資格試験・教員資格・その他資格の

３項目を該当する項目とみなした。また，例示の

「進級状況」・「卒業・修了状況」は，用語の意味

の範囲が広く，内容が不明確になるおそれがある

ことから，本稿では，進級及び卒業・修了自体に

関するデータに限定し，「修業年限」・「退学」・「留

年」・「休学」は，例示項目でない項目とみなした。

　記述の有無の判断は，単に該当する単語の有無

だけでなく，具体的な根拠データを提示している

ことをもって，記述有りとみなした。

　以下では，具体的に，教育の成果に関する記述

の状況について，分析を行う。

表１　項目一覧

表２　現況調査表（学部・全体）
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４．学部段階における教育成果に関する
記述について

４.１　現況調査表の記述について

４.１.１　全体の傾向（表２）

　最も割合の高い項目は，「卒業者数・率」（７８.８％）

であり，次が「単位取得状況」，「その他資格」で

あった。

　現況調査表において記述が多かった項目の大部

分は，大学評価・学位授与機構の例示した項目で

あり，多くの大学は，例示項目を踏まえて，現況

調査表を作成したことが伺える。

　しかし，例示項目でない項目に関する記述も見

られる。特に，「留年者」・「修業年限」・「退学者」

は割合が高い。また，プロセスに関する項目であ

る「指導上の取組」（３９.４％），「成績評価方法・基

準」（２１.８％）の割合は高い。

これらの項目について，大学評価・学位授与機構

と大学との間に認識の差があることが伺える。

４.１.２　分野別の傾向（表３）

　全体の傾向と同様に，例示項目の割合が高い。

医学系は，特に「主な資格試験」（医師国家試験）

（９２.９％）の割合が高い。

　例示項目でない項目では，「留年」，「修業年限」

が共通して高い。法学系・理学系では，「大学院

進学」が多くみられる。さらに，理学系は，「論

文・学会発表」が多くみられる。

　プロセスに関する項目では，「指導上の取組」が，

文系にも一定数見られるが，特に工学・理学系で

割合が高い。工学では，「JABEE」も割合が高い

ことも考慮すると，これらの分野では，プロセス

評価の意識が強いことが伺える。

 

４.２　現況分析結果における記述

　以下では，評価者の作成した現況分析結果にお

ける該当項目に関する記述を分析する。

４.２.１　全体の傾向（表４）

　全体的な傾向では，現況調査表と同様の傾向が

みられるが，全体的な割合は，ほとんど低下して

いる。

　最も割合が高い項目は「卒業者数・率」（４９.２％）

であり，以下，「単位取得状況」，「その他資格」，

「教員資格」，「主な資格」など例示項目が続く。

特に，「主な資格」（２０.７％）は現況調査表（２２.８％）

と比較して，割合がほとんど低下しておらず，評

価者は，例示項目を現況分析の記述として重視し

ていることが伺える。

　他方，例示項目でない項目もある。現況調査表

の記載割合よりも低いものの，「修業年限」，「留年

者」，「退学者」，「大学院への進学者数・率」が一

定数見られる。

　また，プロセスに関する項目では，「指導上の取

表３　現況調査表（学部・部局別）
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組」（１６.１％）が一定数見られる。

４.２.２　分野別の傾向（表５）

　多くの部局で「卒業者数・率」をはじめ，例示

項目の採用の割合が高い。また，資格関係の割合

が高く，文学系・理学系では「教員資格」，文学

系・法学系・理学系・医学系は「その他資格」の

採用の割合が高い。また，医学系では，特に「主

な資格」（医師国家試験）が非常に高い（８８.１％）。

プロセスに関する項目は全体的には低いが，工学

系・理学系では高い。例示項目でない項目では，

「留年者」が全てで多く，「修業年限」は，法学系

以外で高い。「大学院への進学者数・率」は，法学

系・工学系・理学系で多い。

 

４.３　現況調査表・現況分析結果の記述に関するま

とめ

　現況調査表と現況分析結果の記述と比較すると，

集中傾向が見られる。２０％以上の割合を示した項

目数は，現況調査表１３に対して，現況分析結果６

となり，全体的に割合も低い。このことから，現

況分析結果からは課題が分かりにくく，改善に役

立て難いと言える。

　また，現況分析結果では，例示項目でない項目

も一定程度採用されている。このことは，大学お

よび社会にとって評価の基準・資料が明確に示さ

れておらず，透明性・公平性の確保の点で課題が

あると言える。

表５　現況分析結果（学部・部局別）

表４　現況分析結果（学部・全体）
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５．研究科段階における教育成果に関する
記述について

５.１　現況調査表の記述について

５.１.１　全体の傾向（表６）

　最も割合が高いのは，例示項目である「学位取

得者数・率」（７７.０％）である。

　しかし，２番目に高いのは，例示項目でない

「論文・学会発表」（７７.６％）であり，同様に例示

項目でない「標準修業年限」も記述の割合が多い。

　また，プロセスに関する項目では，学部同様

「指導上の取組」（３２.２％）の割合が高いことに加

え，研究科は，「学位審査基準・方法」も一定割

合みられる。

　さらに，学部と比較すると，「受賞歴」（５９.８％）

の割合が高く，研究科では，学生の教育の成果と

して一定以上の水準が重視されていることが伺え

る。

　なお，研究科は，学部と比較して，上位の項目

にやや集中傾向がある。学部よりも，教育の成果

を示す指標に関して，認識の差が少ないことが伺

える。

５.１.２　分野別の傾向（表７）

　全体として，例示項目の記述の割合が高く，特

に学部と比較すると，法学系以外で，「受賞歴」が

表７　現況調査表（研究科・部局別）

表６　現況調査表（研究科・全体）
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高い。

　例示項目でない項目については，「論文・学会発

表」の割合が非常に高い。また，法学系では「大

学院への進学者数・率」が高く，理学系では「学

術振興会特別研究員」が高い。

　プロセスに関する項目については，学部よりも

低いものの，「指導上の取り組み」は一定割合あり，

工学系・理学系・医学系で高い。

５.２　現況分析結果における記述について

５.２.１　全体の傾向（表８）

　上位には，例示項目である「学位取得者数・率」

（４７.１％）などが多数あり，評価者が基本的に例

示項目を現況分析結果に記述していることが伺え

る。

　しかし，最も多いのは，現況調査表と同様，例

示項目ではない「論文・学会発表」（５５.２％）で

あった。

　また，「受賞歴」（３７.４％）が高く，一定以上の

水準を重視していることが伺える。

　プロセスに関する項目は，現況調査表と同様，

学部より低いが，「指導上の取組」（９.８％）・「学位

審査基準・方法」（９.２％）が一定割合見られる。

ただし，「指導上の取組」の割合は，学部（１６.１％）

と比較すると，約半分であった。

５.２.２　分野別の傾向（表９）

　例示項目については，「受賞歴」が，特に理系で

高い。

　例示項目ではない項目については，「論文・学会

発表」が多く採用されており，特に，理学系，医

学系では，一番の採用割合であった。また，プロ

セスに関する項目では，「指導上の取り組み」は，

学部より少ないものの，工学系・理学系で一定程

度見られる。例示項目でない項目では，「学術振興

会特別研究員」が理学系・工学系で多い。

５.３　現況調査表・現況分析結果の記述に関するま

とめ

　学部と同様に，現況分析結果は，現況調査表と

比較して，項目に集中傾向がみられる。現況調査

表と現況分析結果の記述と比較すると，２０％以上

の割合の項目数は，現況調査表１０に対して，現況

分析結果５となり，また，全体的に割合も低い。

現況分析結果からは，課題が分かりにくく，改善

に役立て難いと言える。

　項目の内容面では，学部と同様に，傾向はほぼ

一致している。しかし，個別の項目ごとに見ると，

現況分析結果において最も割合が高いのは，現況

調査表では２番目に割合が高く，例示項目でない

「論文・学会発表」であった。この点，大学と大

学評価・学位授与機構の認識の差は少ないものの，

評価の透明性・公平性の確保の観点からは課題が

ある。

　また，「受賞歴」，「学術振興会特別研究員」の割

合が高く，学部よりも，一定以上の水準を重視し

ていることが指摘できる。

６．「期待される水準を上回る」以上の評
価を得た大学について

６.１　分析の意義

　学部・研究科単位での法人評価は，各学部・研

表８　現況分析結果（研究科・全体）
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究科に対する「関係者の期待」が評価基準とされ

ており，分析項目及びそれを構成する観点ごとに，

上から「期待される水準を大きく上回る」，「期待

される水準を上回る」，「期待される水準にある」，

「期待される水準を下回る」の４段階で評価され

る。「期待される水準にある」が標準であり，「期

待される水準を上回る」以上が高い評価とされる。

　では，分析対象とした「Ⅱ 分析項目ごとの水準

の判断」の「分析項目Ⅳ 学業の成果」における

「観点 学生が身に付けた学力や資質・能力」にお

いて，「期待される水準を上回る」以上の高い評価

を得た国立大学の「現況調査表」の記述にはどの

ような特徴が見られるか，また，大学評価・学位

授与が「期待される水準を上回る」以上の高い評

価をした「現況分析結果」の記述にはどのような

特徴が見られるのであろうか。

　以下では，「期待する水準を上回る」以上の高い

評価を得た大学について，これまでみてきた全体

の傾向との比較を行う。

６.２　学部の現況調査表及び現況分析結果の記述

について

６.２.１　全体の傾向

　現況調査表（表１０）及び現況分析結果（表１１）

とも，例示項目の割合は，全体の傾向はほぼ一致

する。

　しかし，プロセスに関する項目は，やや高い。

例えば，「指導上の取組」は，現況調査表では，全

体３９.４％に対して４２.９％，現況分析結果では，全体

１６.１％に対して１８.４％となっている。また，「特色

表９　現況分析結果（研究科・部局別）

表１０　現況調査表（良い評価・学部・全体）
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ある科目等」，「独自の学習支援」が，割合は低い

ものの，全体の傾向と比較すると高い。

　例示項目でない項目では，「大学院への進学」が，

現況調査表では全体（１７.１％）よりも低い（２０.４％）

ものの，現況分析結果では，全体（１０.９％）より

も１６.３％と高くなっている。

６.２.２　分野別の傾向

　プロセスに関する項目である「指導上の取組」

は，現況調査表（表１２）では，いずれの部局も一

定割合の記述があった。他方，現況分析結果では

割合は低いものの，法学系学部（３３.３％）・工学系

学部（３３.３％）では，全体の傾向と比較して割合が

高かった。なお，医学系学部では記述はなかった。

　現況分析結果（表１３）について，個別の分野別

において特徴的な項目としては，文学系学部では

「教員資格」（５０.０％），法学系学部では「国家公

務員試験」（３３.３％），「地方公務員試験」（１６.７％），

工学系学部では「JABEE認定」（２６.７％），医学系

学部では「主な資格試験（医師国家試験）」（８０.０％），

「その他の資格」（８０.０％）の割合が高かった。

６.２.３　まとめ

　以上からは，「期待される水準を上回る」以上の

評価を得た大学は，「卒業者数・割合」などの例

示項目によって基本的なデータを提示しつつも，

プロセスに関する項目により，自らの特色に関す

る説明も追加していることが伺える。

６.３　研究科の現況調査表及び現況分析結果の記

述について

６.３.１　全体の傾向

　現況調査表（表１４）では，上位の傾向は，全体

とほぼ同じであった。ただ，全体では２位（７６.４％）

であった「論文・学会発表」が１位（８５.４％）と

表１１　現況分析結果（良い評価・学部・全体）

表１２　現況調査表（良い評価・学部・部局別）
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なり，その割合も高かった。また，「受賞歴」

（６８.３％）も全体（５９.８％）と比較して割合が高い。

さらに，例示項目でない「学術振興会特別研究員」

も割合が高く，大学としては，教育の成果の水準

の高さと特色をより強調していることが伺える。

　現況分析結果（表１５）では，「受賞歴」（５１.２％）

表１３　現況分析結果（良い評価・学部・部局別）

表１５　現況分析結果（良い評価・研究科・全体）表１４　現況調査表（良い評価・研究科・全体）
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は，全体（３７.４％）と比較して高い。

　例示項目でない「論文・学会発表」（８２.９％）は，

全体（５５.２％）と比較して非常に高い。また，「学

術振興会特別研究員」（１７.１％）も，全体（９.２％）

よりも高い。

　他方，プロセスに関する項目では，「指導上の取

組」（４.９％）は，全体（９.８％）と比較して低いが，

「学位取得基準・方法」（１２.２％）は，全体（９.２％）

よりも高い。

　なお，「修了者数・率」は，現況調査表と比較し

て割合が低かった。上記の「論文・学会発表」，

「受賞歴」，「学術振興会特別研究員」を一定以上

の水準の資料とすると，基本的な項目としての位

置づけと思われる。

６.３.２　分野別の傾向

　現況調査表（表１６）及び現況分析結果（表１７）

に共通して，「論文・学会発表」は，いずれの部局

表１７　現況分析結果（良い評価・研究科・分野別）

表１６　現況調査表（良い評価・研究科・分野別）
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でも採用の割合が高い。「論文・学会発表」に，

「学位取得者数・率」，「受賞歴」を加えた３項目が，

すべての分野に共通した記述の３本柱と言える。

　理学系・医学系では，現況調査表及び現況分析

結果に共通して，「学術振興会特別研究員」の記述

の割合が高い。

　なお，法学系には，「期待される水準を上回る」

以上の評価に該当する研究科はなかった。

６.３.３　まとめ

　現況調査表については，「期待される水準を上

回る」以上の評価を得た大学は，共通して必要な

教育の成果を示す例示項目を提示した上で，「論

文・学会発表」，「受賞歴」等の一定上の水準を示

す項目を提示していることが伺える。

　現況分析結果では，学部と比較しても，プロセ

スに関する項目は割合が低い。大学院レベルの教

育では，プロセスに関する項目は評価の根拠とし

て採用されにくかったことが伺える。この点，今

後の現況調査表及び現況分析結果の見直しにも影

響を受けるが，基本データとして共通して必要な

教育の成果をきちんと提示しつつも，教育の成果

の高い水準及び特色を示す項目を提示することが

重要と言える。

７．教育の成果を示すための記述項目数
と評価結果

　本節では，法人評価実施過程において，各大学

が現況調査表において把握・提示する教育の成果

に関する記述項目と，大学評価学位授与機構が現

況分析結果において採用する記述項目及び，それ

に基づく評定との関係を，量的な側面から分析する。

　法人評価では，各大学が作成する現況調査表に

基づいて現況分析が行われ，それぞれの取組につ

いて評定が付される。現況調査表は，当該項目に

ついての記述及び，その記述を根拠づける資料

（根拠資料）によって構成されているが，全ての

記述について根拠資料が添付されているわけでは

ない。本稿では，教育の成果についての現況を示

す記述の件数を，根拠資料が添付されているもの

に限定してカウントしている。すなわち，単に

「教育の成果が上がっている」という記述のみな

らず，それを何らかのデータをもって示している

場合のみを記述項目として扱っている。このよう

な記述や根拠資料は各大学が作成した現況調査表

においてどの程度提出され，大学評価・学位授与

機構の作成する現況分析結果においてどの程度評

価の基礎資料として採用され，評定にはどのよう

に関係しているのだろうか。

　まず，各大学が現況調査表において提出する記

述項目数及び大学評価・学位授与機構が現況分析

結果における評価の基礎資料として採用する記述

項目数を見てみよう。表１８は，提出・採用される

記述項目数の平均値を，表１９は提出項目数と採用

項目数の相関を示したものである。

　学部段階では，提出数については医学系学部と

文学系学部，理学系学部のあいだに有意な差が見

られた（一元配置の多重比較：p＜０.０５）。医学系

表１９　提出項目数と採用項目数の相関

研究科学部

０.４５８＊＊０.４３６＊＊ 相関係数

＊＊．相関係数は１％水準で有意（両側）。

表１８　記述項目数の平均値

法学系学部文学系学部工学系学部理学系学部医学系学部

６.３７.１６.５６.９５.５提出項目数

２.４３.８３.１３.１２.４採用項目数

法学系研究科文学系研究科工学系研究科理学系研究科医学系研究科

４.９６.２６.３６.３５.４提出項目数

２.１２.９３.１２.７２.２採用項目数
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の学部は教育の目的が比較的明確な分，他の学部

よりも焦点を絞って記述を限定的にしている可能

性が考えられる。

　大学院段階では，提出数については理学系研究

科及び工学系研究科が最も高く，法学系研究科が

最も低い値となっているが，平均値に有意な差

（p＜０.０５）は見られなかった。医学系研究科が

他の研究科に比して低い値であるのは，上記と同

様の可能性が考えられるが，法学系研究科の値の

低さについて，当該データから解釈することには

限界がある。

　また，採用項目数は提出項目数の約半分の値で

あることが，全体的な傾向として見られる。評価

実施過程において根拠資料の取捨選択が生じる，

または，紙幅の都合上，全ての記述に触れる事が

出来ないのは当然のことではあるが，個別大学の

負担軽減や，効率性の観点からすれば，有効な根

拠資料や取捨選択の基準の明確化が今後重要な課

題となろう。

　次に，これらの現況調査表における記述項目数

が評定に与える影響を分析する。上記では，提

出・採用について，記述項目の平均数を示したが，

項目数という量的な変数は，評定に影響を与える

だろうか。

　表２０は，学部及び研究科の現況調査表における

記述項目数，大学評価・学位授与機構が現況分析

において採用した項目数，及び評定（期待される

水準を大きく上回る＝４，期待される水準を上回

る＝３，期待される水準にある＝２，期待される

水準を下回る＝１とした）の相関係数を示してい

る。

　学部の全体的な状況では，提出項目数及び採用

項目数の両方で，評定との有意な相関は見られな

かったが，研究科の全体的な状況では採用項目数

と評定との間に有意な相関（p＜０.０５）が見られ

た。

　上記では，全体的な状況について概観したが，

次に，記述項目数と評定の関係について，学部別・

研究科別の状況について見てみよう。表２１及び表

２２は学部別・研究科別の記述項目数と評定との関

係について示した相関係数である。

　学部段階においては，全ての学部において，提

出項目数及び採用項目数の両方で，評定との有意

な相関は見られなかった。提出項目数と採用項目

数との関係については，医学系学部と工学系学部

において有意な相関（医学系 p＜０.０１）が見られ

たが，その他の学部では見られなかった。

　大学院段階においては，医学系研究科と文学系

研究科において，採用項目数と評定との間に有意

な相関（医学系：p＜０.０５，文学系：p＜０.０１）が

表２０　記述項目数と評定の関係

研究科学部

採用項目数提出項目数採用項目数提出項目数

０.１７８＊ －０.０５４０.００４０.１１５評定

＊．相関係数は５％水準で有意（両側）。

表２１　 学部毎の記述項目数と評定の関係

法学系文学系工学系理学系医学系

採用項目数提出項目数採用項目数提出項目数採用項目数提出項目数採用項目数提出項目数採用項目数提出項目数

－０.０３４０.１７７０.１９２０.２３７０.０３９０.２４７－０.０１８０.１９８－０.１２９－０.２４１評定

表２２　 研究科毎の記述項目数と評定の関係

法学系文学系工学系理学系医学系

採用資料数提出資料数採用資料数提出資料数採用資料数提出資料数採用資料数提出資料数採用資料数提出資料数

.a.a０.４６６＊＊０.２７３０.２３３－０.０１５０.０１１－０.２８６０.３５０＊－０.０１５評定
＊＊．相関係数は１％水準で有意（両側）。＊．相関係数は５％水準で有意（両側）。
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見られたが，その他の研究科については見られな

かった。提出項目と，採用項目の間には，法学系

研究科以外の研究科で有意な相関（医・理・工学

系：p＜０.０１，文学系：p＜０.０５）が見られた。

　以上のように，提出項目数─評定，採用項目数

─評定，提出項目数─採用項目数の間には有意な

相関が見られる場合と見られない場合が散在して

おり，必ずしも資料を多く提出すれば採用可能性

が上がるというわけではない。上記の分析結果は，

仮に記述する項目数が多かったとしても，そもそ

も当該項目の状態が高い水準になければ，良い評

定が得られるわけではなく，記述項目数が少なく

とも，高い評定を得られる可能性を示唆している。

事実，本稿では分析の対象から除外しているが，

記述に対する根拠資料が極端に少ない，あるいは

全くない場合でも「期待される水準を上回る」と

の評定を付されているケースが散見された。少な

い根拠資料で高評価を得ている場合は，内容面で

の卓越性や効率的な記述がなされている可能性が

考えられる。しかし，根拠資料不在にも関わらず，

高評価を得ている場合，当該大学の威信が評価の

根拠として想定される。社会へ対する説明責任の

履行という制度趣旨に鑑みれば，今後，この点に

ついての詳細な検証，研究の深化が求められよう。

　上記では，記述項目数という量的な側面から現

状を分析した。各大学が提出する記述項目を起点

にすると，記述数を増加させることが，必ずしも

良い評定に結びつくわけではない事がわかる。そ

のため，提出する資料が示す大学の現況が高い水

準にあることが重要である。一方で，効率性や負

担を考えれば，各大学が現況調査表において提出

する項目と，大学評価・学位授与機構が現況分析

結果における評価の基礎資料として採用する項目

が課題となろう。そこで，次節では連関規則分析

を行い，提出項目と採用項目の内容的な関連性を

分析する。

８．提出項目と採用項目の関係

　多くの第三者評価が，自己点検・評価と外部評

価の二重構造をとっているように，国立大学法人

評価も，各大学の自己点検・評価に加えて，大学

評価・学位授与機構による評価が行われる。制度

全体の分析としては，個別大学の取組である自己

点検・評価活動に加えて，評価側への検証も必要

である。そこで，ここでは，提出した根拠資料の

内容と採用される根拠資料の内容的な合致度，─

すなわち，例えば個別大学が「卒業・修了状況」

を記述項目として提出した場合，「卒業・修了状

況」に基づいて評定が付されたか否か─について

連関規則を援用して分析を行う。

　連関規則とは，ある事象XとYの連関（association）

を分析するための手法であり，通常 X⇒ Yのよう

に表記される。本稿では Xを各大学が現況調査表

において提出する記述項目の集合，Yを大学評価・

学位授与機構が現況分析結果における評価の基礎

資料として採用する記述項目の集合とした。

　表２３，２４は連関規則分析の結果を示したもので

ある。supportは Xと Yが同時に出現する割合，

表２３　 学部における提出─採用の合致度

liftconfidencesupportYX

５.５５６０.５７６０.０９８＝＞ ｛院進学｝｛院進学｝

４.３８６０.８８６０.２０２＝＞ ｛資格試験｝｛資格試験｝

２.２４４０.５５８０.２４９＝＞ ｛教員資格｝｛教員資格｝

１.２７００.６１２０.４８２＝＞ ｛卒業状況｝｛卒業状況｝

表２４　研究科における提出─採用の合致度

liftconfidencesupportYX

１.７４００.６１５０.３５４＝＞ ｛受賞歴｝｛受賞歴｝

１.３３４０.５９００.４３６＝＞ ｛学位状況｝｛学位状況｝

１.３３３０.７０７０.５１９＝＞ ｛論文学会｝｛論文学会｝
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confidenceは，Xを条件とした時 Yが出現する割

合である。liftとは改善率と呼ばれ，連関規則分析

においては，通常 lift＞１.０の場合，Xと Yに連関

があるとする３。

　学部においては，４つの項目が，大学が記述す

る現況調査表と大学評価・学位授与機構の現況分

析結果の両方に出現した。各大学が現況調査表に

おいて提示する項目と大学評価学位授与機構の現

況分析結果において採用された項目が同時に出現

する割合は，４項目とも５０％以下である。一方，

各大学が提出する項目を条件とした時，当該項目

が採用される割合は資格試験を除いて約６０％と

なっており，高い割合にあると言える。

　研究科においては，３つの項目が，両方で出現

している。項目が同時に出現する割合は，論文学

会が５０％程度で，それ以外の項目は５０％以下と

なっている。Confidenceは６０％～７０％と高い割合

にあると言える。

　しかしながら，そもそも，学部において４項目，

研究科において３項目と少数の項目が低い割合で

同時に出現しており，個別大学が提示する記述と，

大学評価・学位授与機構が現況分析結果において

記述する項目が合致するケースは少ないと言える。

また，confidence６０～７０％は，３０～４０％の割合で

各大学が提出した項目が採用されていないことを

示している。さらに，大学側が提示していない記

述に基づいて評定が付されている場合も存在して

おり，根拠資料・データに基づいて評価が行われ

ているとは言い難い状況にある。

　評価の効率性・実質性や社会へ対する説明責任

の観点から，根拠資料・データに基づいて，透明

性の高い評価を目指すのであれば，自己点検・評

価と外部評価の整合性が，今後一層検討されなけ

ればならないだろう。

９．おわりに

　本稿では，国立大学法人評価における現況調査

表及び現況分析における記述の分析を通じて，教

育の成果の記述に関する評価者と大学側の現状と

課題を探ってきた。

９.１　評価者側の課題について

　現況分析結果の目的は，①中期目標の達成状況

評価を実施する際に参照する，②次期の中期目

標・中期計画の検討に資する，③社会への説明責

任を果たす，である（大学評価・学位授与機構

２００９a）。

　②の目的からは，課題の明確化が求められるが，

現況分析結果の記述は，現況調査表と比較して少

なく，具体的な課題まで記載されていない。制度

等の制約はあろうが，改善に資する評価の実現の

ために，大学の課題及び段階判断の理由などを具

体的に明記することを検討すべきである。

　③の目的からは，評価の透明性・公平性が確保

されていることが要請されるが，本稿の現況調査

表・現況分析結果の記述の分析からは，学部・研

究科または分野ごとによる法人評価の項目の採用

や評価の基準は，大まかにしか読み取ることはで

きなかった。

　また，このことは，前記のアンケート調査でも

指摘されているが，大学にとって何が必要な情報

か不明なことが，多くの情報を収集させ，結果的

に評価に係るコストを増加させる可能性もある。

　大学ごとの特色の尊重の観点から，評価の項目

の選定に関する大学の裁量も必要である。しかし，

法人評価の目的を達成する上では一定の工夫が必

要である。現況調査表の作成に関して，教育の成

果を示すために，共通して必要な項目とともに，

学部・研究科ごとに，その水準・特色を反映でき

る項目を提示することが必要である。また，分野

ごとの特性から，教育のプロセスを持って教育の

成果を説明したいというニーズを踏まえて，教育

のプロセスに関する項目の例示，現況調査表の教

育のプロセスに関する他の分析項目の引用方法の

３　liftとは，項目 X（例えば院進学）の出現を条件としない時の項目 Y（院進学）の出現割合に対する confidenceの割合で
あり，次式で表される。

 
confidence(X⇒ Y)

lift(X⇒ Y)＝────────　　　　　　
Yの出現割合

 
lift値が１.０ということは，Xを付しても付さなくても Yの出現割合は変わらないことを意味し，Xと Yは統計的に独立で
あることを意味する。
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提示など，対応を検討すべきである。

９.２　大学側の課題について

　本稿の分析から，評価結果と現況調査票に記述

した項目数とは関連していないことが明らかに

なった。

　大学側としては，教育の成果を示す際には，や

みくもに大量のデータを収集し，現況調査票に記

述するという姿勢ではなく，その水準の高さと特

色をどのような項目をもって示すのか，を明確に

したうえで，項目の関連性を意識しつつ，を記述

することが重要である。

９.３　まとめ

　本稿における指摘の多くは，大学評価・学位授

与機構の実施したアンケート調査（「国立大学法

人及び大学共同利用機関法人における教育研究の

状況についての評価」に関する検証結果報告書

（平成２１年１２月））の分析と共通する点が多く，大

学・評価者の主観的な認識を，現況調査表及び現

況分析結果の記述の分析を通じて客観的なデータ

で裏付ける形となった。

　本稿が，大学にとっては現況調査表の作成等の

評価作業の参考に，また，評価に対する徒労感を

払拭し，大学および社会にとって意義のある評価

を実現する観点からの評価制度の改善の一助にな

れば幸いである。
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　This paper investigates the agendas of presentation methods for the effectiveness of institutional 

performance by analyzing the self-assessment reports and their third-party assessment results of National 

University Corporation Evaluation 2004-2009.

　The analyses consist of three parts: firstly, focusing on the effectiveness of institutional performance, this 

paper researches what kinds of statements and evidence are used for either the self-assessment reports or 

their third-party assessment results. Secondly, the correlations between numbers of statements and 

evidence, and numbers of their adoption in third-party assessment results is analyzed. Thirdly, this paper 

clarifies the logical structure of the self-assessment reports using a logic model and association rule analysis.

　The National University Corporation Evaluation is intended to improve and ensure the accountability of 

education and research activities. Through analyses, this paper clarifies that there is a gap in understanding 

the effectiveness of institutional performance between universities and third-party evaluation institutions 

because of the unintelligibility of indicating the effectiveness of institutional performance.
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